
   公 募 公 告 

 

下記のとおり公告に付します。 

記 

 
１．公募に付する事項 

  令和７年公認会計士試験論文式試験で使用する試験会場の借上げ 

 

２．公募に参加する者に必要な資格等に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得てい

る者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）当局の契約担当官等と締結した契約に関し、契約に違反し、又は同担当官等が実施した入

札の落札者となりながら、正当な理由なくして契約を拒み、ないしは当局の入札等の業務に

関し不正又は不誠実な行為をし、契約の相手方として不適当であると認められるものでない

こと。 

（４）各省各庁から指名停止等を受けていない者（支出負担行為担当官が特に認めるものを含む。）

であること。 

（５）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約履行が

確保される者であること。 

（６） 別紙１「令和７年公認会計士試験論文式試験で使用する試験会場の借上げに係る公募要領」

（以下「公募要領」という。）記載のとおり実施される公認会計士試験において、「７．公募

する施設（試験会場）の条件」に適合する施設を提供できる者であること。 

 

３．応募方法等 

（１）応募期間 

   令和７年６月 10日（火）～令和７年６月 25日（水）（17 時必着） 

 

（２）応募方法 

別紙２「令和７年公認会計士試験論文式試験で使用する試験会場の公募申請書」及び必要

書類（公募要領の８．（２）イ～クに掲げる書類）を郵送（書留）又は持参により提出するこ

と。 

 

（３）提出先 

    〒760-8550  

香川県高松市サンポート３番 33 号 高松サンポート合同庁舎南館 

四国財務局理財部理財課 

   （受付時間：９時から 12 時及び 13 時から 17 時（ただし、閉庁日を除く）） 

 

４．問い合わせ先 

  四国財務局理財部理財課  電話 087-811-7780（内線：334、332） 

 

  以上、公告する。 

 

令和７年６月 10 日 

支出負担行為担当官 

四国財務局総務部長  林 信裕 



別紙１ 

 

令和７年公認会計士試験論文式試験で使用する試験会場の借上げに係る公募要領 

 

１．件名 

令和７年公認会計士試験論文式試験で使用する試験会場の借上げ 

 

２．目的 

令和７年公認会計士試験論文式試験で試験会場として使用する。 

 

３．試験地 

香川県 

 

４．試験日 

令和７年８月 22 日（金）～24 日（日） 

 

５．使用予定期間 

令和７年８月 21 日（木）～24 日（日） 

 

６．受験予定者数 

  約60名 

  （注１）受験予定者数は、試験実施日の概ね１か月半前に確定する。 

  （注２）試験会場の規模は確定した受験予定者数による。 

 

７．公募する施設（試験会場）の条件 

上記「３．試験地」に所在する施設で、次の条件を具備している施設とする。 

（１）収容可能人員 

上記６．の受験予定者数以上の人員を収容することが可能な施設であること。 

また、鉄道の最寄り駅から試験会場まで徒歩により移動可能な場所に立地する施設

とする。 

なお、収容可能人員は、「（２）試験室の規模・規格」における「受験可能定員」

に基づいて算出した人数とする。 

（２）試験室の規模・規格 

試験室の規模は、１室当たりの受験可能定員（次の①、②の条件により算出した定

員）は20名以上を目安とし、試験官が受験者を十分監視できる環境で、受験可能定員

分の机及びいすが設置されていること。 

① カンニング等の不正行為を防止するため、受験者の配置は、左右１メートル以

上の距離を空けることとし、１～２人使用の机では１席を使用し、３人以上の連

続した机の場合には、両端の２席を使用すること。 

② 試験官が受験者１人ひとりに問題用紙等を容易に配付できる広さの通路を確保

できること。 

③ 演台、黒板あるいはホワイトボード等が備え付けられていること。 

④ 換気ができる施設であること。（窓の開閉が可能なことや外気を取り入れる換

気設備を具備していること。） 

⑤ 試験を実施するための十分な照明設備があること。 

（３）試験場本部室等 

① 試験会場内に、試験室とは別に、試験官の打合せ、試験関係資料の配付・回収

等準備を行うための試験場本部室を１室確保すること。 



② 試験場本部室の定員は20人程度の規模とし、可動式の机・いすが十分配置され

ていること。 

③ 試験場本部室は、携帯電話やデータ通信端末が受信可能であること。 

④ 試験室の予備室として、受験可能定員10人以上の試験室を２室確保すること。 

⑤ 試験場本部室及び予備室については、黒板あるいはホワイトボード等が備え付

けられていること。 

⑥ 予備室は、上記（２）①～⑤の条件が満たされていること。 

（４）試験会場の環境 

① 試験当日、同一建物内で授業や他の団体等の使用がある場合には騒音等により

試験への影響が生じないこと。 

② 試験当日、営繕工事等、騒音が生じる作業等を行わないこと。 

③ 試験当日、近隣で騒音等試験の適正な実施に影響するような行事等がないこ

と。 

（５）利用時間 

施設の利用時間は次のとおりとする。 

試験日前日：13時～17時（夜間設置のまま） 

試 験 当 日：８時～19時 

なお、試験前日は、借り上げる試験室、試験場本部室及び予備室について利用開始

時間から試験実施の準備が可能であり、準備後は、試験室、試験場本部室及び予備室

並びに当局が指定する部分について他の団体等への貸し出し等を行わず、設営状態が

保持されること。 

（６）空調設備等 

試験室、試験場本部室及び予備室において室温調整が可能な施設であること。 

また、十分な数のトイレがあること。 

（７）身体障がい者への対応 

車椅子を利用する者の受験が可能な設備等がある建物を有する施設であること。

（机が車椅子を利用する者に対応していること、身体障害者用のトイレがあること

等。試験室の位置によってはエレベーター、スロープ等があること。） 

（８）受験者の受付場所等 

試験会場内に、受付を１か所以上設置できること。また、受付を行う際の受験者の

待機場所として、広場や通路等の十分なスペースがあること。 

なお、試験会場内の案内看板の借用が可能であること。 

（９）その他 

受験予定者数の確定に伴い、試験室の一部をキャンセルする場合があり、キャンセ

ルについては無償で対応すること。 

試験当日に、地震、台風等の万一の事態には借用時間の延長に応じられること。 

空調設備等、施設のトラブルに対し、即時に対応できる職員が試験前日及び当日に

常駐していること。 

 

８．応募要領 

（１）応募期間 

令和７年６月10日（火）～令和７年６月25日（水）（17時必着） 

（２）応募方法 

以下の書類を下記【提出先】まで郵送又は持参により提出すること。 

ア.「令和７年公認会計士試験論文式試験で使用する試験会場の公募申請書」 

イ.「指名停止等に関する申出書」 

ウ.「誓約書」 

エ. 申請者の概要が分かるもの（企業概要等） 



オ. 受験者数についての収容（配席）案 

力. 上記収容案の場合の施設使用料を記載した見積書 

＜見積書作成上の留意事項＞ 

①会場使用料のほか、空調設備使用料等の内訳及び施設使用料の総額（税込）

を記載すること。 

②使用施設（試験会場）の平面図等の資料を添付すること。 

キ. 施設使用料の単価表 

ク. 試験会場としての貸与実績 

 

【提出先】 

〒760-8550 

香川県高松市サンポート３番33号 高松サンポート合同庁舎南館 

四国財務局理財部理財課 

電話：087-811-7780（内線334、332） 

受付時間：９時から12時及び13時から17時（ただし、閉庁日を除く） 

 

９．契約先の決定 

① 公募申請書等の提出後、必要に応じて、電話による照会、追加資料の提出依頼又は

施設の見学等を行う場合がある。 

② 上記７．に掲げる条件を具備していないと判断した場合や、料金が周囲の施設と比

較して極端に高額な場合、公正な取引の秩序を乱すおそれがある場合には、応募を認

めない。 

③ 複数の応募があった場合は、見積合わせを実施し、会計法令の規定に基づいて作成

した予定価格の制限の範囲内で最も安価な者と契約を締結する。 

④ 応募が１者であった場合は、見積書の提出を依頼し、会計法令の規定に基づいて作

成した予定価格の制限の範囲内で契約を締結する。 

 

10．契約書等の作成 

不要 

 

11．施設使用に係る借料の支払条件 

施設使用後、適法な支払請求書を受理した日から30日以内に指定金融機関の口座に振り

込むものとする。 

 

12. その他 

（１）受注者への賠償責任等 

受注者は、当該業務において受注者の故意又は過失により被った当局等のすべての

被害について、賠償責任を負うものとする。 

また、受注者は、契約期間中はもとより契約期間終了後においても、当該業務にお

いて知り得た秘密を厳守しなければならず、本業務終了後についても同様とする。 

（２）定めのない事項について 

この要領に定めのない事項については、当局担当職員との協議により決定する。 

 

以上  



別紙２ 

 

 支出負担行為担当官 

 四国財務局総務部長 殿 

 

令和７年公認会計士試験論文式試験で使用する試験会場の公募申請書 
 

申請者 企業名・団体名  

代表者役職・氏名  

所在地  

連絡担当者 氏名  

役職  

電話番号（代表・直通）  

メールアドレス  

応募内容 会場の名称  

会場の所在地（※１）  

最寄り駅（最寄り駅からの所要時間）  

会場全体の受験可能定員（※２）  

使用可能試験室数  

施設利用料 

（利用料金が分かる資料で可） 

 

※１．会場の所在が分かる地図を添付してください。 

※２．公募要領「７．公募する施設（試験会場）の条件」の「（２）試験室の規模・規格」により算出してくだ

さい。 

受付番号  



令和  年  月  日 

 

指名停止等に関する申出書 

 

 

 支出負担行為担当官 

 四国財務局総務部長  殿 

 

 
住所又は所在地 

 
 
               氏名又は名称 
 
 

代表者の氏名 

 

 

 「令和７年公認会計士試験論文式試験で使用する試験会場の借上げ」の公募参加に当た

り、私／当社は、各省各庁から指名停止等を受けていないことを申し出ます。 

 また、本日以降に、各省各庁から指名停止等の措置を受けた場合は、直ちに指名停止等

の通知書等を提示するとともに、本公募には参加いたしません。 

 



誓  約  書 

 

□私 

□当社 

は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。 

 また、貴職において必要と判断した場合に、別紙役員等名簿により提出する当方の個人

情報を警察に提供することについて同意します。 

                                    記 

１ 契約の相手方として不適当な者 

 (1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を

いう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

 (2)  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

 (3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

 (4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

しているとき 

 (5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

 (1) 暴力的な要求行為を行う者 

 (2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

 (3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

 (4) 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 

 (5) その他前各号に準ずる行為を行う者 

  

 支出負担行為担当官 

  四国財務局総務部長 殿 

                 令和  年  月  日 

   

住所又は所在地 

 

                      氏名又は名称 

 

                代表者の氏名 

 ※ 添付書類：役員等名簿 



（別紙）

（ フ リ ガ ナ ）

氏 名

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（注）法人の場合、本様式には、登記事項証明書に記載されている役員全員を記入してください。

役　員　等　名　簿

法人（個人）名：

役 職 名 生 年 月 日 性 別 住 所

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

　Ｔ
　Ｓ　　年　　月　　日
　Ｈ

男
・
女

※当該役員等名簿は例示であるため、「役職名」「氏名（フリガナ）」「生年月日」「性別」及び「住所」の
項目を網羅していれば、様式は問わない。


